
（平成２４年６月６日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 6 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 9 件

国民年金関係 9 件

年金記録確認神奈川地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



 

  

神奈川国民年金 事案 6699 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46年 10月から 47年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年 10月から 47年３月まで 

    私の妻は、昭和 44 年６月頃、市役所の出張所で夫婦二人の国民年金の加

入手続を行い、夫婦二人分の国民年金保険料を集金人に納付していた。 

    毎年送られてきた「ねんきん定期便」では、昭和 46 年度は未納とされて

いたため、その都度、国民年金手帳の領収印が確認できることを理由に日

本年金機構宛てに記録訂正を申し立てていたが、何の連絡も無いばかりか、

毎年同じ内容の記録が郵送されて来た。今回、65 歳に到達したため年金事

務所でこれまでのいきさつを説明した結果、記録訂正されたが、申立期間

は国民年金保険料を納付したことを示す領収書が無いことから、記録訂正

とならなかった。 

    私たち夫婦は確かに、当時、集金人に国民年金保険料を納付していたに

もかかわらず、保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 44 年６月頃、その妻が市役所の出張所で夫婦二人の国民年

金の加入手続を行い、夫婦二人分の国民年金保険料を集金人に納付していた

と主張しているところ、申立人は、申立期間後の国民年金加入期間の保険料

を全て納付している上、保険料を前納するなど保険料の納付意識は高かった

ものと認められるとともに、申立期間は６か月と短期間である。 

   また、申立人は、申立期間の前後の期間の国民年金保険料は納付済みであ

り、申立期間の前後を通じて、申立人の住所や仕事に変更は無く、生活状況

に大きな変化は認められないことから、途中の申立期間のみが未納とされて

いるのは不自然である。 



 

  

   さらに、申立人の特殊台帳によると、申立期間を含む昭和 46 年４月から

47 年３月までの国民年金保険料については、当初、未納とされていたが、申

立人が保管していた国民年金手帳の検認印等により、当該期間のうち、46 年

４月から同年９月までの保険料が平成 23 年８月に納付済みに訂正されている

ことから、申立期間についても行政側の記録管理が適切に行われていなかっ

た可能性がある。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 6700 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 45 年 12 月、46 年２月及び 49 年４月か

ら同年９月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認

められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 45年 12月 

             ② 昭和 46年２月 

             ③ 昭和 48年４月から 49年９月まで 

    申立期間①について、私は、昭和 46 年８月に、45 年 12 月及び 46 年１

月の国民年金保険料として、集金人に 900 円を納付し、その際に、当該期

間の保険料の領収書は発行されなかったが、その代わりに集金人が同年６

月及び同年７月の保険料の領収書に「46.１ 45.12」と記載した。 

    申立期間②について、私は、昭和 46 年 10 月に、同年２月及び同年３月

の国民年金保険料として、集金人に 900 円を納付し、その際に、当該期間

の保険料の領収書は発行されず、同年８月及び同年９月の保険料の領収書

を渡されたので、私が「46年２、３月分」と記載した。 

    申立期間③について、私は、時期は定かではないが、厚生年金保険から

国民年金への切替手続を行い、未納期間がないように国民年金保険料を納

付していた。 

    申立期間①及び②の国民年金保険料が未加入による未納とされ、申立期

間③の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、昭和 45 年 12 月及び 46 年１月の国民年

金保険料を納付した際に、同年６月及び同年７月の保険料の領収書を渡さ

れたと主張している。これについては、申立人の年金手帳及び特殊台帳の

申立期間①の欄に、保険料が納付されたことをうかがわせる「納」の印が

押されていることが確認できる上、申立期間①の保険料と一緒に納付した



 

  

とする同年１月の保険料も、納付済みとなっていることが当該資料等によ

り確認できる。 

    また、申立期間②について、オンライン記録では国民年金の未加入期間

とされているものの、当時、申立人が居住していた市の国民年金被保険者

名簿によると、当該期間は国民年金の強制加入期間であることが確認でき

る。 

    さらに、申立人は、昭和 46 年６月から同年９月までの国民年金保険料の

領収書を所持しているが、申立人は当該期間について厚生年金保険の被保

険者となっており、国民年金の被保険者となり得ないことから、当該期間

の保険料は過誤納付として扱われ、同年８月及び同年９月の保険料の還付

手続が 47 年７月に行われていることが申立人の特殊台帳により確認できる。

これについては、保険料の還付決定時に納付可能な未納期間がある場合に

は、還付に先立ち充当処理されるべきものであるが、前述のとおり、申立

期間②は国民年金の強制加入期間であるにもかかわらず、当該期間に充当

が行われていないことから、行政側の記録管理が適切に行われていなかっ

た可能性がうかがえる。 

    加えて、申立期間③について、申立人は、厚生年金保険から国民年金へ

の切替手続を行い、当該期間の国民年金保険料を納付していたと主張して

いる。これについては、昭和 49 年５月に申立人に対して、申立人が現在所

持している年金手帳に記載されている国民年金手帳記号番号とは別の手帳

記号番号が払い出されていることが国民年金手帳記号番号払出簿により確

認できることから、申立人が同年同月に厚生年金保険から国民年金への切

替手続を行ったと推認できる。 

    その上、申立人の国民年金被保険者名簿によると、申立期間③に引き続

く昭和 49 年 10 月から 50 年３月までの国民年金保険料は、現年度納付によ

り納付されていたことが確認できる上、申立人は、申立期間③の後の保険

料を全て納付しているとともに前納制度を利用するなど保険料の納付意識

は高かったものと認められることから、申立人が 49 年５月頃に厚生年金保

険から国民年金への切替手続を行い、申立期間③のうち、現年度納付する

ことができる同年４月から同年９月までの保険料を納付していたと考えて

も不自然ではない。 

 

  ２ 一方、申立期間③のうち、昭和 48 年４月から 49 年３月までについては、

前述のとおり、申立人が厚生年金保険から国民年金への切替手続を行った

時期は同年５月頃と推認できることから、当該期間の国民年金保険料を納

付するためには過年度納付によらなければならないが、申立人は、保険料

の納付方法及び納付金額についての記憶が明確ではないことから、当該期

間の保険料の納付状況が不明である。 



 

  

    また、申立人が昭和 48 年４月から 49 年３月までの国民年金保険料を納

付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに

当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

 

  ３ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 45 年 12 月、46 年２月及び 49

年４月から同年９月までの期間の国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 6701 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成８年３月から９年３月までの国民年金保険料については、免

除されていたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年３月から９年３月まで 

    私は、結婚して数年後に、夫と一緒に町役場で夫婦二人分の国民年金の

加入手続を行い、国民年金保険料については、主に私が、夫婦二人分をま

とめて納付していた。 

    国民年金保険料を納付することができない時期があったので、夫が過去

に数回、町役場で夫婦二人分の免除申請を行ってくれた。 

    国民年金に関する手続は、加入手続以降、全て夫婦同様に行ってきたは

ずなのに、申立期間について、夫は免除を申請し、承認されているにもか

かわらず、私は未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金に関する手続は、全て夫婦同様に行ってきたはずであ

り、申立期間について、申立人の夫は免除が承認されているにもかかわらず、

申立人自身は、未納とされていることに納得できないと述べており、確かに、

その夫は、申立期間の国民年金保険料が免除されている。 

   また、申立人及び申立人の夫の国民年金手帳記号番号は、夫婦連番で払い

出され、夫婦が所持するそれぞれの年金手帳、国民年金被保険者名簿等によ

ると、国民年金の加入手続後の夫婦の国民年金の住所変更記録、被保険者資

格記録及び申立期間を除いた保険料の納付記録が全て一致していることが確

認できる上、申立期間の前後を通じて、夫婦の住所に変更は無いなど、生活

状況に大きな変化は認められないことから、申立期間において、申立人の夫

の保険料のみが免除されているのは不自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を免除されていたものと認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 7733 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間においてＡ事業所（現在は、Ｂ社）に勤務し、Ｃ共

済組合の組合員であったことが認められることから、申立人のＣ共済組合

員としての資格取得に係る記録を昭和 41 年４月１日に、資格喪失に係る

記録を 44 年７月 31 日に訂正することが必要である。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、12 万 6,375 円とすること

が妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 22 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 41 年４月１日から 44 年７月 31 日まで 

    私は、高校卒業後、昭和 41 年４月１日にＡ事業所に入社し、同期入

社の３名と一緒にＤ部署に配属された。同部署で、Ｅ業務に従事し、44

年７月 30 日に転職のため退職した。 

    しかし、厚生年金保険の記録では、申立期間について、共済組合の加

入記録が無い。 

    調査の上、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が提出した辞令書、事業所が提出した昭和 41 年４月１日現在、

43 年４月１日現在及び 44 年４月１日現在の職員録並びに複数の同僚の供

述から、申立人が、申立期間においてＡ事業所Ｄ部署に正社員として勤務

していたことが認められる。 

   また、Ｂ社は、「当時、正社員であれば、共済組合に加入させてい

た。」と回答している上、申立人と同期入社であったと供述している複数

の同僚が、昭和 41 年４月１日に資格を取得していることから、申立人は、

申立期間にＣ共済組合の組合員であったことが認められる。 

   Ｃ共済組合員であった期間は、平成９年４月１日から厚生年金保険法等

の一部を改正する法律（平成８年法律第 82 号）附則第５条の規定により



                      

  

厚生年金保険の被保険者であった期間とみなされることから、申立人のＣ

共済組合員としての資格取得に係る記録を昭和 41 年４月１日、資格喪失

に係る記録を 44 年７月 31 日に訂正することが必要である。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人と同時期に採用され

た複数の者の俸給及び国家公務員等共済組合法等の一部を改正する法律

（昭和 60 年法律第 105 号）附則第９条の規定から判断すると、12 万

6,375 円とすることが妥当である。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 7734 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主は、申立人が昭和 20 年４月１日に厚生年金保険被保険者資格を

取得し、同年９月１日に同資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所（当

時）に対し行ったことが認められることから、申立人の厚生年金保険被保

険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、１万円とすることが妥当で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 20 年４月１日から同年９月１日まで 

             ② 昭和 23 年頃から 26 年１月９日まで 

             ③ 昭和 26 年７月１日から 27 年４月頃まで 

    私は、昭和 20 年４月から同年８月 31 日までの期間においてＡ社に勤

務し、その後、23 年頃から 26 年６月 30 日までの期間においてはＢ事

業所に、同年７月から 27 年４月頃までの期間においてはＣ事業所に勤

務した。 

    しかし、厚生年金保険の記録によると、申立期間①から③までに係る

厚生年金保険の被保険者記録が無い。 

    調査の上、申立期間①から③までについて被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、Ｄ国民学校の修了証書授与台帳の申立人に係る修

了後の方向の欄にＡ社の記載があること、及び同僚の供述から、申立人が

昭和 20 年４月１日から同社に勤務したことが認められる。 

   また、Ａ社において、昭和 20 年９月１日に被保険者資格を喪失してい

る同僚は、「申立人は私と同時期に退職した。時期は終戦頃であったと記

憶している。」と述べており、ほかの同僚は、「戦時中において自己都合

で退職する者など存在しなかった。」と述べている。 



                      

  

   これらのことから、申立人は当該期間においてＡ社に勤務していたこと

が認められる。 

   一方、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、昭和 56 年

１月９日付けで復原した旨の記載が確認できるが、厚生年金保険被保険者

台帳記号番号払出簿から当該期間において同社の被保険者として払い出さ

れたことが確認できる複数の者が、当該被保険者名簿に記載されていない

ことから、当該被保険者名簿が同社の厚生年金保険被保険者記録を網羅し

ているとは言い難い。 

   また、上記の払出簿についても、被保険者名の欄が空白であるものが多

数確認でき、当該期間における被保険者記録の管理状況が適切であったと

は認め難い。 

   さらに、昭和 19 年入社及び 21 年入社の複数の同僚は、それぞれの国民

学校における卒業年の４月にＡ社において被保険者資格を取得しているこ

とが確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 20 年４月１日

に厚生年金保険被保険者資格を取得し、同年９月１日に同資格を喪失した

旨の届出を社会保険事務所に対し行ったことが認められる。 

   また、当該期間の標準報酬月額は、厚生年金保険法及び船員保険法の一

部を改正する法律（昭和 44 年法律 78 号）附則第３条の規定に準じ、１万

円とすることが妥当である。 

   申立期間②について、申立人は、進駐軍労働者としてＢ事業所に勤務し

たと主張している。 

   しかし、昭和 23 年頃から 24 年４月１日までの期間については、Ｂ事業

所は厚生年金保険の適用事業所となっておらず、厚生省保険局長通知「進

駐軍労務者に対する健康保険法及び厚生年金保険法の適用に関する件」

（昭和 23 年 12 月１日付け保発第 92 号）によると、進駐軍労働者につい

て厚生年金保険が適用されることとなったのは 24 年４月１日からとされ

ている。 

   また、Ｅ防衛事務所が保管している連合国軍関係常傭使用人登録票によ

ると、Ｂ事業所に係る申立人の雇入日は昭和 26 年１月９日、退職日は同

年６月 30 日となっており、オンライン記録と一致する。 

   さらに、同僚の１名は、「申立人は私の後から勤務し始めた。」と述べ

ているところ、当該同僚のＢ事業所における被保険者資格取得日は、昭和

25 年 12 月 14 日であることが確認できる。 

   申立期間③について、申立人は、進駐軍労働者としてＣ事業所に勤務し

たと主張している。 

   しかし、厚生省保険局長通知「連合国軍要員のうち非軍事的業務に使用

されるに至った者の被保険者資格について」（昭和 26 年７月３日付け保



                      

  

発第 51 号）によると、26 年７月１日以降においてホテルなどの非軍事的

業務に使用される者は、政府の直雇用人としての身分を喪失し厚生年金保

険の被保険者として取り扱われないこととなっている。 

   また、申立人が氏名を覚えている同僚は連絡先が不明のため照会するこ

とができない上、申立人が勤務したとしているＣ事業所は厚生年金保険の

適用事業所となっておらず、当該事業所と同一所在地に存在していたＦ社

（現在は、Ｇ社）に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から 21 名に

照会したところ、同僚の１名は、申立人が従事していたとする職種の者は、

Ｆ社と雇用関係は無かったと述べている。 

   さらに、Ｆ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、当該期間

において健康保険番号に欠番は無い。 

   このほか、申立人の申立期間②及び③における厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間②及び③について、申立人が厚生年金保険被保険者として、厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 7735 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていることが認められることから、申立人のＡ社Ｂ事業所における資格取

得日に係る記録を昭和 57 年７月 28 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を 41 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57 年７月 28 日から同年 10 月１日まで 

    私は、昭和 57 年７月 28 日にＡ社から同社Ｂ事業所に戻った。しかし、

オンライン記録上は、同年 10 月１日に同社Ｂ事業所に戻ったこととさ

れており、厚生年金保険の被保険者記録が３か月欠落している。 

    私は、Ａ社に就職し定年退職するまで同社に継続して勤務をしており、

厚生年金保険被保険者期間に欠落が生じるはずはないので、厚生年金保

険の被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録、事業主から提出された人事略歴から判断すると、

申立人はＡ社に継続して勤務し（昭和 57 年７月 28 日にＡ社から同社Ｂ事

業所に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ事業所の昭

和 57 年 10 月の社会保険事務所（当時）の記録から 41 万円とすることが

妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は不明としているが、社会保険事務所の記録に

おけるＡ社Ｂ事業所の資格取得日がＣ厚生年金基金の記録における資格取

得日と同日となっており、社会保険事務所と同基金の双方が誤って同じ資



                      

  

格取得日と記録したとは考え難いことから、事業主が昭和 57 年 10 月１日

を資格取得日として届け、その結果、事業主は、申立人に係る申立期間の

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。

 



 

  

神奈川国民年金 事案 6702 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 50 年６月から 51 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

   また、昭和 51 年 10月から 54年６月までの国民年金保険料については、還

付されていないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 50年６月から 51年３月まで 

             ② 昭和 51年 10月から 54年６月まで 

    申立期間①について、私の両親は、私が 20 歳になった昭和 50 年＊月に

私の国民年金の加入手続を行った。加入手続後の国民年金保険料について

は、私の母親が納付書により郵便局で、私の両親及び私の３人分を一緒に

納付していたにもかかわらず、申立期間①の保険料が未納とされているこ

とに納得できない。 

    申立期間②について、私は、当該期間の国民年金保険料の領収証書を所

持している。年金記録では、当該期間の保険料を還付しているとのことだ

が、還付を受けた記憶は無いので、当該期間の保険料を還付してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、その両親が昭和 50 年＊月に申立人の国

民年金の加入手続を行い、その母親が当該期間の国民年金保険料を納付し

ていたと主張しているが、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納

付に直接関与しておらず、申立人の国民年金の加入手続を行い、当該期間

の保険料を納付していたとするその母親からは、証言を得ることができな

いことから、国民年金の加入状況及び保険料の納付状況が不明である。 

    また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 53 年 11 月に申立人の妹

と連番で払い出されていることが国民年金手帳記号番号払出簿により確認

できることから、国民年金の加入手続時期が申立人の主張する時期と一致

しない。 



 

  

    さらに、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された時点において、

申立期間①の国民年金保険料は時効により納付することができないことか

ら、当該期間の保険料を納付するためには、別の手帳記号番号が払い出さ

れる必要があるが、申立人は、これまで交付された年金手帳は１冊のみで

あるとしている上、申立人は、当該期間当初から手帳記号番号の払出時期

を通じて同一区内に居住しており、申立人に別の手帳記号番号が払い出さ

れていたことをうかがわせる形跡も見当たらない。  

    加えて、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、源泉徴収票等）が無く、ほかに当該期間の保険料を

納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ２ 申立期間②について、申立人は、当該期間の国民年金保険料の領収証書

を所持しており、当該期間の保険料の還付を受けた記憶は無いと主張して

いるが、申立人は、昭和 51 年４月から 57 年３月まで共済組合の組合員と

なっていることがオンライン記録により確認でき、当該期間については国

民年金被保険者となり得ないことから、申立期間②の保険料は過誤納付と

して扱われるべきものであり、当該期間の保険料の還付手続が行われてい

たことについて、不自然な点は見当たらない。 

    また、還付整理簿によると、申立期間②の国民年金保険料は、昭和 55 年

１月に還付決議が行われ、同年３月に還付金が支払われている記載が確認

できる上、還付金額は、当該期間の保険料額と一致していることから、当

該期間の保険料の還付処理に不合理な点は認められず、ほかに申立人に対

する保険料の還付を疑わせる事情も見当たらない。 

 

  ３ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。 

    また、申立期間②の国民年金保険料を還付されていないものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 6703 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 52 年９月から 58 年３月までの付加保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年９月から 58年３月まで 

    私の夫は、昭和 52 年５月頃に市役所で私の国民年金の加入手続及び付加

保険料の納付の申出を行った。加入手続後の国民年金保険料については、

私が、付加保険料を含めて定期的に納付していた。納付方法については、

当初は納付書で納付し、同年 12 月からは銀行振替により納付していた。申

立期間の付加保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立書において、その夫が、昭和 52 年５月頃に市役所で申立人

の国民年金の加入手続及び付加保険料の納付の申出を行い、加入手続後の国

民年金保険料については、申立人が、付加保険料を含めて納付書又は口座振

替により定期的に納付していたと主張しているが、申立人及びその夫とは連

絡を取ることができないことから、申立期間当時の付加年金の加入状況及び

付加保険料の納付状況が不明である。 

   また、申立人の特殊台帳には、申立人が付加保険料の納付の申出を行った

形跡は無く、申立人の国民年金収納簿でも、国民年金保険料の定額分のみの

納付との記録となっている上、申立人は定額保険料及び付加保険料を定期的

に納付していたと主張しているが、申立期間のうち、昭和 54 年４月から同年

６月までの期間、同年 10 月から 55 年９月までの期間及び 56 年 10 月から同

年 12 月までの期間の定額保険料は過年度納付していることが確認でき、当該

期間については、制度上、付加保険料を納付することができないことから、

申立内容と一致しない。 

   さらに、申立期間当時申立人が居住していた市の国民年金収納簿に記録さ

れた国民年金保険料の金額は、当時の定額保険料と同額となっている上、申



 

  

立人のオンライン記録によると、昭和 52 年９月から同年 11 月までの期間は

厚生年金保険に加入していたとして、当該期間の定額保険料と同額の保険料

が平成 19 年１月に還付決議されていることから、当該期間の付加保険料は納

付されていなかったことがうかがえる。 

   加えて、申立人が申立期間の付加保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の付加保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の付加保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 6704 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 51 年４月から 55 年１月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年４月から 55年１月まで 

    私は、昭和 51 年４月から勤務していた事業所が厚生年金保険に加入して

いなかったため、区役所で国民年金の加入手続を行った。国民年金保険料

については、納付書により実家近くの金融機関で納付していたにもかかわ

らず、申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 51 年４月に区役所で国民年金の加入手続を行い、金融機関

で国民年金保険料を納付していたと主張しているが、申立人は、国民年金の

加入手続、保険料の納付時期、納付金額等についての記憶が明確ではないこ

とから、国民年金の加入状況及び保険料の納付状況が不明である。 

   また、申立人は、これまで交付された年金手帳は現在所持しているオレン

ジ色の手帳１冊のみとしており、当該手帳に国民年金の加入手続を行った際

に記載された住所は、昭和 57 年３月から用いられている住居表示であること

が、申立人が申立期間当時居住していた区への調査結果により確認できるこ

とから、51 年４月に国民年金の加入手続を行ったとする申立人の主張とは一

致しない。 

   さらに、申立人の国民年金の加入手続が行われた時期は、申立人の国民年

金手帳記号番号の前後の番号が付与された任意加入被保険者の被保険者資格

取得日から、昭和 60 年３月と推認でき、オンライン記録によると、55 年２

月の国民年金被保険者資格喪失の記録は、60 年３月に追加されていることが

確認できることから、同年同月の時点まで申立期間は国民年金の未加入期間

であり国民年金保険料を納付することができない期間である上、別の手帳記

号番号が払い出されていたことをうかがわせる形跡も見当たらない。 



 

  

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 6705 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49 年９月から 51 年２月までの国民年金保険料及び付加保険

料並びに同年３月の付加保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 49年９月から 51年２月まで 

             ② 昭和 51年３月 

    私は、昭和 49 年９月に会社を退職する際、その会社の人事担当者から国

民年金への加入を勧められたことから、退職後、すぐに当時居住していた

区の区役所で加入手続を行い、同時に付加保険料の納付の申出も行った。

その後、別の市へ転居した際も、転居先の区の区役所において同様に手続

等を行った。 

    国民年金保険料及び付加保険料については、私の夫が納付してくれてい

たので、詳しいことは分からないが、夫から、私の保険料は金融機関で納

付しており、保険料の未納期間があるのは有り得ないと聞いている。 

    申立期間①の国民年金が未加入とされ、国民年金保険料及び付加保険料

が未納とされていること並びに申立期間②の付加保険料が未納とされてい

ることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 49 年９月に会社を退職し、すぐに当時居住していたＡ市Ｂ

区の区役所で国民年金の加入手続及び付加保険料の納付の申出を行い、転居

後も転居先のＣ市Ｄ区の区役所で同様の手続を行ったと主張している。しか

し、申立人のオンライン記録及びＣ市の国民年金被保険者名簿から、申立人

は、51 年３月にＣ市Ｄ区で国民年金の任意加入手続を行い、同年４月から付

加保険料の納付を行っていることが確認できる上、申立人の国民年金手帳記

号番号は、同年５月にＣ市で払い出されていることがＣ市の被保険者台帳管

理簿から確認できることから申立内容と一致しない。 



 

  

   また、申立期間①について、申立人は、昭和 49 年９月に会社を退職した時

妊娠しており、おなかが大きい状態で区役所で国民年金の加入手続を行い、

同時に付加保険料の納付の申出を行ったと述べるのみで、具体的な証言は無

く、当時の加入手続等の状況が不明である。 

   さらに、申立人が国民年金に任意加入した昭和 51 年３月時点において、未

加入期間である申立期間①の国民年金保険料を遡って納付することはできな

い上、申立人は、当該期間当時、国民年金の任意加入被保険者であったこと

から、申立人が当該期間の保険料を納付するためには、転居前に居住してい

たＡ市Ｂ区で別の国民年金手帳記号番号が払い出されている必要があるが、

申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は無

く、その形跡も見当たらない。 

   加えて、申立人が、申立期間の国民年金保険料及び付加保険料を納付して

いたことを示す関連資料（確定申告書、家計簿等）が無く、ほかに当該期間

の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間①の国民年金保険料及び付加保険料並びに申立期

間②の付加保険料を納付していたものと認めることはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 6706（事案 6083の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 60 年１月から平成元年５月までの期間及び８年９月から 10

年１月までの期間の国民年金保険料については、免除されていたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 60年１月から平成元年５月まで 

             ② 平成８年９月から 10年１月まで 

    私は、申立期間①及び②の当時は学生であり、海外留学をした。昭和 60

年１月に留学する前に、区役所で、「学生等で収入が無い場合は、国民年

金保険料の免除の申請の手続を行い、承認されれば、未加入期間とはみな

されない。」と説明を受けたので、保険料の免除の申請を行った上、住所

も留学先の住所地へ異動してから、出国した。平成８年９月に留学した際

も、やはり免除の申請を行った上、住所も留学先の住所地へ異動した後、

出国した。 

    申立期間①及び②の当時、私が海外留学をしていたことを示す資料を提

出するので、改めて審議を行ってもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、当初の申立てにおいて、申立期間①及び②は海外留学中であり、

海外留学に先立ち、区役所で国民年金保険料の免除の申請を行ってから、出

国したにもかかわらず、当該期間が国民年金の未加入期間とされていること

に納得ができないと主張している。 

   しかし、この主張については、旧国民年金法が適用されていた昭和 61 年３

月以前は、制度上、海外居住者は国民年金の適用除外とされており、新国民

年金法が適用されることとなった同年４月以降、海外居住者は国民年金へ任

意加入することができることとされたものの、任意加入被保険者は国民年金

保険料の免除の申請を行うことはできないとして、既に当委員会の決定に基

づき、平成 23 年９月 14 日付けで年金記録の訂正は必要ないとする通知が行



 

  

われている。 

   今回の再申立てについて、申立人は、申立期間に係る免除の申請が認めら

れるべきであるとする資料として、申立期間当時、海外留学中であったこと

を示す資料等を提出し、学生であることを理由に免除が認められているとし

ているが、前述のとおり、昭和 61 年３月以前については、申立人は海外居

住者であったため国民年金の適用除外であったこと、また、昭和 61 年４月

以降については、仮に任意加入被保険者であったとしても、制度上、任意加

入被保険者は国民年金保険料の免除申請を行うことはできないことから、申

立人の主張を肯定する内容の資料とは認められず、そのほかに委員会の当初

の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人は申立期間

の国民年金保険料が免除されていたものと認めることはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 6707 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 61 年４月から同年６月までの期間及び平成３年９月から 10

年４月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 61年４月から同年６月まで 

             ② 平成３年９月から 10年４月まで 

    昭和 57 年４月に、私の夫が会社を退職し、夫の転職先には厚生年金保険

がなかったため、夫が夫婦二人分の国民年金の加入手続を区役所で行った。 

    申立期間①及び②の国民年金保険料については、当該期間中、私は国民

年金の第３号被保険者ではあったが、任意加入することができると認識し

ていたため、私が、１年分まとめて送付されてきた納付書により銀行で毎

月納付していた。私は、１か月分の保険料額ははっきりとは憶
おぼ

えていない

が、申立期間の保険料を納付していたはずなので、納付した保険料を還付

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間①及び②について、第３号被保険者であったものの国

民年金保険料を納付していたと主張しているが、オンライン記録、申立人が

居住していた区の国民年金被保険者名簿及び申立人が所持している年金手帳

の全てにおいて、申立人の第３号被保険者の資格記録が一致していることに

加え、制度上、第３号被保険者は保険料の納付を要しないことから、申立人

の主張は不合理である。 

   また、オンライン記録において、申立人の昭和 61 年４月１日の第３号被保

険者該当の届出処理が同年同月 19 日に、平成３年９月１日の当該処理が同年

10 月 30 日にそれぞれ適切に行われていることが確認でき、申立人の主張の

とおり、申立期間①及び②の国民年金保険料を納付した場合、当該期間の保

険料は還付されることとなるが、オンライン記録及び国民年金被保険者名簿



 

  

において、還付された形跡は見当たらないことから、申立人が、申立期間の

保険料を納付していたとは考え難い。 

   さらに、申立人は、申立人の姉も国民年金の第３号被保険者期間に国民年

金保険料を納付していたと思うと述べているが、オンライン記録において、

その姉の第３号被保険者該当の届出処理は適切に行われているものの、申立

期間の保険料が還付された形跡は見当たらない。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 6708 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48年 11月から 58年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年 11月から 58年６月まで 

    私は、20 歳になってからしばらくの間、国民年金に加入していなかった

が、昭和 58 年頃、区役所から国民年金に関する説明書と国民年金保険料の

支払用紙が送られてきたため、将来のことを考えて、郵便局で、過去の保

険料を遡って納付した。 

    その際に納付した国民年金保険料の金額を正確には憶
おぼ

えていないが、10

万円から 15万円の間であったと思う。 

    申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 58 年頃、申立期間に係る国民年金保険料の納付書が送付さ

れたため、遡って保険料を納付したと述べているが、申立人の国民年金手帳

記号番号の前後の番号が付与された国民年金の被保険者の被保険者資格記録

から、申立人の国民年金の加入手続は 60 年６月に行われたものと推認される

ことに加え、申立人は、申立期間の始期から国民年金の加入手続が行われた

時期までを通じて、同一区内に居住しており、別の手帳記号番号が払い出さ

れたとは考えにくく、その形跡も確認できないことから、申立人が保険料を

納付したとする 58 年頃に、申立期間の保険料を納付することはできなかった

ものと考えられる。 

   また、上述のとおり、申立人の国民年金の加入手続が行われた時期は、昭

和 60 年６月であると推認され、その時点において、申立期間の大半の国民年

金保険料は時効により納付することができない。 

   さらに、申立人は、一括して国民年金保険料を納付したのは、保険料を納



 

  

付開始した当初の１回のみであったとしており、仮に、申立人の国民年金の

加入手続が行われたと推認される昭和 60 年６月の時点において、申立期間の

保険料を納付することができたとしても、申立人が遡って一括して納付した

と述べる金額は、当該期間の保険料を納付した場合の保険料額とは大きく相

違しており、同時点において過年度納付可能であり、実際に納付済みとなっ

ている 58 年７月から 60 年３月までの保険料額と概
おおむ

ね一致しているため、申

立人が一括して納付したとする保険料は、申立期間の保険料ではなく、当該

期間直後の 58年７月から 60年３月までの保険料であると考えられる。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたと認めることは

できない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 6709 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46年 11月から 50年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年 11月から 50年３月まで 

    私の父親は、私が 20 歳になった昭和 46 年＊月に、Ａ市役所で私の国民

年金の加入手続を行った。私は、申立期間当時学生であり、47 年１月頃に

Ａ市からＢ区に住民票を異動したが、国民年金保険料については、父親が

Ａ市で、私と私の兄姉の３人分を一緒に納付していたと思う。保険料の納

付時期、納付方法及び納付場所についての記憶は無い。 

    申立期間の国民年金保険料が未加入による未納とされていることに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その父親が、昭和 46 年＊月にＡ市役所で申立人の国民年金の加

入手続を行い、申立期間の国民年金保険料を納付していたと主張しているが、

申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付に直接関与しておらず、申立

人の国民年金の加入手続を行い、保険料を納付していたとするその父親は、

既に他界していることから、申立期間当時の国民年金の加入状況及び保険料

の納付状況が不明である。 

   また、申立人の国民年金の被保険者資格取得日は、申立人が共済組合の組

合員資格を喪失した平成 23 年８月となっていることが、オンライン記録によ

り確認できることから、申立期間は国民年金の未加入期間であり、国民年金

保険料を納付することができない期間である上、申立人に国民年金手帳記号

番号が払い出されていた形跡も見当たらない。 

   さらに、申立人は、その父親が、申立人及びその兄姉の３人分の国民年金

保険料を一緒に納付していたと主張しているが、兄の昭和 42 年６月から 49

年３月までの保険料は未納となっている。 



 

  

   加えて、申立人の戸籍の附票によると、申立人は、昭和 49 年３月にＡ市か

らＢ区に転居していることが確認できることから、その父親が、Ａ市に住民

登録の無い申立人の国民年金保険料を納付することは考え難い。 

   その上、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 6710 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 57 年４月から 61 年１月までの期間、同年４月から同年６月

までの期間、同年８月及び同年 11 月の国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 57年４月から 61年１月まで 

             ② 昭和 61年４月から同年６月まで 

             ③ 昭和 61年８月 

             ④ 昭和 61年 11月 

    国民年金保険料の納付については、コンビニで毎月１万 3,300 円を納付

していたことを覚えている。 

    正社員ではなかったため、厚生年金保険に入れてもらえず、将来のこと

が不安だったので、毎月国民年金保険料の納付書が送られてくると、一所

懸命に納付してきた。 

    年金手帳は大事なものなので、長い間保管していたが、昨年、入院して

いる間に、兄が引っ越しをしてくれた際に、領収書とともに無くしてしま

った。 

    病気で倒れて以後、昔のことを思い出すのも難しくなっており、記憶が

定かではないところもあるが、将来のために国民年金保険料は納付しなけ

ればいけないと思って納付してきたのは確かだから、申立期間の保険料が

未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人は、毎月国民年金保険料の納付書が送られて

くると納付してきたと主張しているが、ⅰ）申立人が居住している市の国民

年金被保険者名簿によると、「住不 57.5 月」と記載されていることから、申

立期間①の始期当時、不在処理されたことが確認できること、ⅱ）申立人は、

引っ越しを繰り返したが、転居した時期や居住した期間等について記憶して



 

  

おらず、忙しくて転居手続ができずにいるうちにまた引っ越しをしてしまっ

たこともあるとしていること、ⅲ）申立期間①当時の申立人の戸籍の附票の

住所履歴と同被保険者名簿の住所履歴に差異が生じていることから、当該期

間当時、申立人に対し、納付書の送達などができなかった状況がうかがえ、

当該期間の保険料を納付することが困難であったものと考えられる。 

   また、申立期間②から④までの期間について、１年以内の近接した時期で

あり、短期間に、複数回にわたってその全ての納付記録が漏れる、消滅する

ということは考え難い。 

   さらに、申立人は、国民年金保険料の納付について、コンビニエンススト

アで、毎月１万 3,300 円を納付したことを具体的に記憶しているものの、同

保険料を同所で納付することができるようになったのは、平成 16 年以降であ

る上、保険料が月額１万 3,300 円であったのは、平成 10 年度から 17 年度ま

での間であり、ともに申立期間後のことで、申立期間当時の納付状況につい

ての記憶は定かでない。 

   加えて、申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 


